
事務事業の名
称

主要施策

事業期間 H25決算 H26決算 H27決算 H28予算
成果指標
（単位）

H25実績 H26実績 H27実績 H28目標 施策区分 Ｈ25 Ｈ27
妥当性
(A～D)

有効性
(A～D)

効率性
(A～E)

今後の
方向性

今後の方向性に対する判断理由及び見直し・改善の具体的内容
今後の
方向性

予算反映 意見

行政評価事業 909 0 1,141 4,705
事後評価改
善等検討実
施率（％）

79 61 69 100 行財政運営の効率化

H17年度～ (130) (0) (144) (0)
事前評価新
規事業採択
率（％）

92 82 80 ―
健全な財政の運営、行
政経営の推進
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○
【A】重点
改善領域 A

事務事業を所管し、実施している部署です。

上段が事務事業の名称、下段が事務事業を実施する期間です。

事務事業を構成する細事業（予算事業を構成する最小単位の事業や業務）です。細事業を類似性のある意図ごとにまとめたものが事務事業です。

成　果 市民意識調査結果 平成28年度1次評価（所管課） H28年度2次評価案（行政改革推進本部）

2.11
【A】重点
改善領域

事務の効率化や評価精度の向上等を図るために来年度に運用開始する行政評価システムを現在構築中だが、現行の評価方法からシステム利用に
よる評価方法へ円滑に移行するよう、システム操作などの職員研修会の開催等について検討を求める。また、これまでのように行政評価実施要領に
ついても、より効率性や有効性を高めるための見直しを適宜行うこととする。導入から2年が経過した外部評価は現在11名の外部評価委員を委嘱し
ているが、更に取組効果を向上させるために定数の範囲内での段階的な委員登用数の増員について検討を求める。

B

投入コスト（千円）
※下段(臨時･非常勤職員人件費を再掲）

職員
人工数

執行方法
の改善

事業開始から5年が経過し、データの蓄積により安定して事業が継続実施できているものとそうで
ないものが区別できるようになった。今後は問題・課題を抱えた事業を中心に、その解決に向け
たツールとして活用できるような制度の運用に努める。また、市民意識調査の調査方法等の見直
しや政策・施策評価の実施の可否については、平成29年度の運用に向けて整理するよう検討す
る。

事務事業が市の総合計画の施策体系のどこに位置付けられているかを表しています。

平成25年度、平成27年度に実施した市民意識調査結果を記載しています。市民の施策に対する重要度と満足度の調査結果をもとに、AからDまでの領域
に振り分け、市民のニーズに合った事業の取り組みが実施できているか確認するためのものです。
【Ａ】重点改善領域････施策の重要性の認識は高いが満足していない現状であり、満足度を向上させるための施策の改善・充実が最も望まれている。
【Ｂ】重点維持領域････施策の満足感は高いが重要性の認識も高いため、満足度を低下させないで効率化を図る必要がある。
【Ｃ】観察領域････施策の満足感は低いが重要性の認識も低いため、今後の重要度の変化を見極めながら満足度を向上させるための施策の改善・
　　　　　　　　　　　見直しを図る必要がある。
【Ｄ】維持領域････施策の重要性の認識は低いが満足している現状であり、現状維持しながら必要以上の事業を実施していないか検討する必要が
　　　　　　　　　　　ある。

所管課による「妥当性」「有効性」「効率性」についての1次評価（自己評価）結果です。　Ａ（高い） ～ Ｅ（低い）
斜線が記入された項目は、法律等で義務化されている事務等であるため、評価不要と定めているものです。
今後の方向性は、「拡充して継続」、「現状のまま継続」、「執行方法の改善」、「縮小を検討」、「他事業と統合を検討」、
「民間の活用を検討」、「休止、廃止を検討」、「終了・完了」、「終了・完了（予定）」から選択します。

所管課長の所見が添えられた事務事業事後評価表やヒアリング等をもとに総合的に検討して、市行政改革推進本部で2次評価を行い、その事務事業に
対する最終的な評価を決定しています。1次評価と同じ区分で今後の方向性を選択し、次年度当初予算への反映を求める内容か判断を示したうえで具体
的意見を付記しています。

上段が事務事業の実施に要した過去3年度の決算額と当年度の予算額です。下段には、上段の額のうち臨時・非常勤職員の人件費を再掲しています。

事務事業の実施に要した正職員の人工（にんく）数です。人工数とは労働量を表したもので、職員1人が1年間勤務した労働量を 「1.00」に設定しています。
例えば、3人の職員が1年を通じてその事務事業だけに従事した場合は「3.00」になり、1人の職員が1年間の業務のうち半分をその事務事業に従事した場
合は「0.50」になります。

事務事業を実施した結果、どのような影響、成果がどれだけあったかを指標を設定して記載しています。過去3年度の実績値と当年度の目標値を記載して
います。

事後評価結果一覧表

所管課 構成する細事業の名称

事務事業事後評価事業、事務事業事前評
価事業、行政施策市民意識調査事業、外
部評価委員会事業

執行方法
の改善

企画経営課 C
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【事後評価結果一覧表の見方】
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